
玉造町（たまつくりまち）

＜行政組織＞

①議会(H14.3.1 現在)

議長 風 間 忠 男 副議長 山 口 忠 夫

任期 H15.12.31 定数 18 名 現議員数 17 名

党派別 無 17

②三役(H14.3.1 現在)

長 成 島 忠 行 任期 H11.1.26～H15.1.25

助役 森 作 勝 男 収入役 関 口 安 夫

③職員数 （人）

H11 年度 H12 年度 H13 年度
職員数

153 154 154

普通会計 133 一般行政職 101

うち施設関係 38 技能労務職 19

企業職 6職員一人

当たり住民数
92.3

消防職 0

公営事業会計 21 教育職 11

職員構成

(H13.4.1)

合計 154 その他 17

④機構図（H14.3.1 現在）
＜町長＞－＜助役＞－

総 務 課―秘書広報係、行政係、財政グループ

企 画 課―企画調整グループ

税 務 課―住民税グループ、資産税グループ

生活環境課―環境係、消防交通係

建 設 課―管理グループ、工務係

経 済 課―振興グループ、営農グループ、商工観光係

┃

（有機肥料供給センター）

町 民 課―国保・年金グループ、住民係

福 祉 課―福祉グループ、介護保険係

┃

（保健相談センター・老人いこいの家）

上下水道課―水道グループ（公営企業）、下水道グループ

＜収入役＞

会 計 課

＜教育長＞

学 務 課―学校教育係

┃

（給食センター）

生涯学習課―社会教育係、社会体育係

┃

（中央公民館・町立図書館・町民運動場）

＜議会＞

議会事務局―

＜行政委員会＞

選挙管理委員会、監査委員事務局、農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 1 月 1 日 町制施行

玉造町（明治 22 年施行）、立花村、現原村、

手賀村、玉川村が合体

②地勢・風土等

霞ヶ浦（西浦）と北浦に挟まれ、鹿島・東茨城・新治郡に接

する行方地方西北部に位置する豊かな風土に育まれた歴史

と文化を誇る田園地帯です。

「人と自然が共生したまちー玉造」をめざす「玉造町長期総

合計画」により、公共下水道等の生活環境基盤整備、子育て

支援体制づくり等の教育福祉の向上、農業や霞ヶ浦ふれあ

いランドを核とする観光産業の活性化と振興に努めている。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H14.3.1）

男 6.958 7.019 6.871 6.816

女 71.511 7.165 7.069 7.047
人

口

(人) 合計 14.109 14.184 13.940 13.863

世帯数 3.482 3.613 3.747 3.829

④有権者数（H13.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 5.517 5.684 11.201 22.6％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 10 年度）

市町村内総生産 430 億円 就業者 1人当たり 6.519 千円

住民所得 318 億円 人口 1 人当たり 2.259 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H10 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 4.809 11.2％ 1.704 23.18％

第 2 次 17.503 40.6％ 2.387 32.47％

第 3 次 21.811 50.6％ 3.240 44.08％

総額・総数 43.078 ― 7.351 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1.425 2.031 726（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H11.1.1～H11.12.31)

製造業

(H11.12.31)
64 1.486 30.356

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H11.7.1)
194 836 18.908

④特産物

鯉、イチゴ、エシャレット、セリ、シュンギク

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>311-3512 行方郡玉造町甲 404
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<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 Ｈ11 決算 H12 決算 増減率

歳 入 6.150.255 5.557.466 -9.6

歳 出 5.968.005 5.341.896 -10.5

形式収支 182.250 215.570 ―

実質収支 182.250 215.570 ―

単年度収支 -83.686 33.320 ―

実質単年度収支 -82.898 33.983 ―

積立金現在高 3.503.581 3.355.567 -4.2

地方債現在高 3.012.055 3.029.139 0.6

②財源及び支出の状況（構成比） （％）

区分 Ｈ11 決算 H12 決算

一般財源 70.0 76.1

自主財源 34.3 34.4

義務的経費 34.4 36.7

投資的経費 28.5 20.7
③主な歳入・歳出 （百万円・％）

区分
H12

決算
増減率

H13

見込み
増減率

H14

当初予算
増減率

歳 入 5.557 -9.6 5.676 21.4 5.595 -1.4

うち地方税 1.299 -5.2 1.203 -7.4 1.196 -0.6

うち地方交付税 2.131 4.1 1.958 -8.2 1.790 -8.6

うち国県支出金 758 -36.8 567 -25.2 640 12.9

うち地方債 305 -20.3 568 86.2 510 10.2

歳 出 5.341 -10.5 5.535 3.4 5.595 1.1

人件費 1.216 0.0 1.242 2.1 1.200 3.4

扶助費 334 -20.8 375 12.3 410 9.3

公債費 409 1.6 421 2.9 443 5.2

う

ち

義

務

的

経

費 計 1.960 -4.6 2.038 4.0 2.053 0.7

うち物件費 887 0.0 975 9.9 1.026 5.2

補

助
125 -83.8 235 88.0 177 24.7うち

普通建設

事業費 単

独
939 8.3 975 3.8 930 4.6

④主要指標（平成 12 年度）

区分 指数等

標準財政規模 3.733 百万円

歳出決算倍率 1.4 倍

経常収支比率 82.3 ％

財政力指数（3 ヶ年平均） 0.429

実質収支比率 5.8 ％

公債費比率 9.9 ％

公債費負担比率 9.4 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 5.6 ％

地方債現在高倍率 0.8 倍

税の徴収率 72.8 ％

財調・減債 1.154 百万円
積立金現在高

特定目的 2.201 百万円

ラスパイレス指数(H13.4.1) 98.7

⑤市町村税の状況（平成12年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率
収入額

前年比

504.713 438.299市町村民税

（構成比） （28.3） （33.7）
86.8 -2.3

842.453 689.390固定資産税

（構成比） （47.2） （53.1）
81.8 -6.6

436.328 171.495その他の税

（構成比） （24.5） （13.2）
39.3 -6.9

合計 1.783.494 1.299.184 72.8 -5.2

＜公共施設整備状況＞（平成 12 年度）

小学校 6 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 1 校 病院・診療所 11 ヶ所

幼稚園 4 園 道路改良率 4.0％

保育所 3 ヶ所 道路舗装率 42.8％

図書館 1 ヶ所 ごみ焼却処理率 61.5％

公営住宅 49 戸 し尿衛生処理率 41.6％

1 人当たり公園面積 3.3 ㎡ 上水道等普及率 93.0％

公民館等 6 ヶ所 排水等処理率 40.3％

体育館 1 ヶ所

プール 3 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
93.9％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

総合幼稚園建設

整備事業

H13

～

H16

・用地取得及び造成

・木造園舎建設

・幼稚園教育・子育て機構等運営備

品整備

760

玉造北部地方農

業集落排水事業

H12

～

H20

・町北部（捻木・芹沢・上山・若海・羽

生一部）地区の農業集落排水事業

処理人口 1.680 人
3.320

特定環境保全公

共公共下水道事

業

H7

～

H25

・下水道終末処理場整備

計画面積 346ha 16.700

水道整備事業

H14

～

H16

・統合簡易水道事業

計画給水量 7.000 ㎥・／日 3.868

団体営地域用水

環境整備事業

H14

～

H16

・高須地区霞ヶ浦ふれあいランド周辺

用水路改良親水環境整備 151

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・自然公園大会関連事業と環境優先型まちづくりの推進

・行政改革及び財政健全化施策の推進

・公共下水道・農業集落排水事業の推進

・協働型コミュニティ地域福祉の推進

＜特色ある行政＞

・子育て環境整備のための教育福祉施策の推進

・玉造型ワークシェアリング、パブリック・キャリア・バンクの

有効活用

・情報データの共有化と公開の基盤整備及び運用

（たまつくりコラボレーション・ネット・スクエア計画）


